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第1-2-36図 住宅着工件数 第1-2-66表 業種別雇用者増加率

第1-2-37図 空室率と自宅保有率 （09年６月～14年10月）

第1-2-38図 価格帯別の新築住宅販売状況 第1-2-67図 州別時間当たり賃金上昇率

第1-2-39図 住宅価格指数 第1-2-68図 社会的要因による人口増加率が

第1-2-40図 国内転居率 高い州

第1-2-41図 コア資本財受注と機械機器投資の 第1-2-69図 製造業のＲ＆Ｄ投資

推移 第1-2-70図 天然ガス価格の推移

第1-2-42図 物価上昇率の推移 第1-2-71図 中国製造業の年平均賃金と

第1-2-43図 財政収支 アメリカ／中国比率

第1-2-44図 潜在成長率 第1-2-72表 アメリカ製造業の工場回帰事例

第1-2-45表 国際競争力ランキングにおける 第1-2-73図 国内回帰する理由

アメリカの順位 第1-2-74図 製造業の対内直接投資とＧＤＰ比

第1-2-46表 国際競争力構成要素のランキング 第1-2-75図 製造業の対内投資の内訳

の各国比較（14～15年） 第1-2-76表 外国企業のアメリカへの投資事例

第1-2-47図 高等教育修了者の割合 第1-2-77図 自動車産業のＧＤＰのシェア

第1-2-48表 グローバル・タレント・インデックス 第1-2-78図 自動車の生産回復

ランキング 第1-2-79図 フォードの株価の推移

第1-2-49図 第1-2-80図 製造業の単位労働コスト

占める件数 第1-2-81図 自動車製造の時間当たり賃金

第1-2-50図 留学生の推移 第1-2-82図 自動車製造の雇用者数の推移

第1-2-51表 「ビジネスの洗練度」構成要素の 第1-2-83図 一人当たり付加価値の推移

ランキングの各国比較 第1-2-84表 自動車・同部品の投入係数

第1-2-52表 一人当たり広告費の各国比較 第1-2-85図 自動車の貿易特化係数の推移

第1-2-53表 「技術革新」構成要素のランキング 第1-2-86図 自動車貿易におけるカナダ、

の各国比較 メキシコのシェア

第1-2-54図 起業家精神インデックス（15年版） 第1-2-87図 アメリカの輸送機器産業の

第1-2-55図 産業別ＧＤＰの推移 メキシコへの直接投資

第1-2-56図 鉱業と製造業の生産の推移 第1-2-88図 ＮＡＦＴＡにおける輸送機器製造の

第1-2-57図 設備投資全体に占める鉱業 投入係数

（構築物投資）の割合 第1-2-89図 アメリカの完成車の輸出先シェア

第1-2-58図 品目別輸出シェア 第1-2-90表 ベストグロバールブランドのうち

第1-2-59表 シェールガス、原油の輸出認可 上位20位に占めるアメリカ企業

概要 第1-2-91図 小売売上に占める電子商取引の割合

第1-2-60図 品目別輸入額の内訳 第1-2-92図 ＩＴ系業種の雇用者数

第1-2-61図 世界全体原油輸入に占める 第1-2-93図 ベンチャーキャピタルの投資動向

アメリカのシェア 第1-2-94図 エンジェル・ベンチャーキャピタルの

第1-2-62図 貿易・サービス収支の推移 投資動向

第1-2-63図 鉱業の雇用者数の推移 第1-2-95図 ジニ係数の推移

第1-2-64図 鉱業と民間平均の時間当たり賃金の 第1-2-96図 アメリカンドリームサーベイ結果

比率 第1-2-97図 学歴別収入

第1-2-65表 景気回復局面における州別 第1-2-98図 所得第１分位の者が上の所得層に

雇用者数増加率 移行する割合

（09年６月～14年10月） 第1-2-99図 大学在籍者数の推移

大学ランキング上位100校に

第1-2-100図 大学の学費 第2-1-30図 英国の実質賃金

第1-2-101図 学生ローン残高 第2-1-31図 英国の実質ＧＤＰと労働生産性

第2章 第2-1-32図 産業別の労働生産性上昇率

第2-1-1図 ユーロ圏主要国の実質経済成長率 第2-1-33図 産業別労働者数の推移

第2-1-2図 ユーロ圏の実質経済成長率 第2-1-34図 自営業者割合の推移

第2-1-3図 ユーロ圏の域外財輸出 第2-1-35図 名目平均所得

（仕向け先別寄与度） 第2-1-36図 年齢別就業者に占める自営業者の

第2-1-4表 フランス・イタリア・スペインの 割合

税制改革案 第2-1-37図 物価と政策金利

第2-1-5図 15年予算案における財政赤字 コラム2-1 表1 ＥＵ28か国の鉱物資源輸入相手

改善幅の目標とのかい離 シェア

第2-1-6図 ユーロ圏主要国の輸出（財貿易） コラム2-1 図2 ＥＵ加盟各国エネルギー関連製品

第2-1-7図 ユーロ圏主要国の失業率 輸入におけるロシアのシェア

第2-1-8図 単位労働コスト （12年時点）

第2-1-9図 実質実効為替レート コラム2-1 図3 ロシア政府歳入に占める

第2-1-10表 フランス・イタリア・スペインの 原油・ガスの割合

労働市場改革案 コラム2-2 図 ＥＵの財政監視と過剰財政赤字

第2-1-11図 ユーロ圏主要国のマインドの推移 手続（ＥＤＰ）の枠組み

第2-1-12表 ＥＵによる経済制裁とロシアの対抗 第2-2-1図 実質経済成長率

措置 第2-2-2図 経済成長の需要項目別寄与度

第2-1-13図 ロシア向け禁輸対象品目の輸出に 第2-2-3図 限界資本係数

占める割合 第2-2-4表 生産過剰業種の設備稼働率の

第2-1-14図 ユーロ圏の物価動向 推移

第2-1-15表 ユーロシステム・スタッフ マクロ経済 第2-2-5図 生産・在庫バランスの推移

見通し 第2-2-6図 生産・在庫バランス（業種別）

第2-1-16表 目的型長期リファイナンスオペ 第2-2-7図 過剰信用

（ＴＬＴＲＯ）の概要 第2-2-8図 部門別資金循環

第2-1-17図 ＥＣＢ政策金利とＥＯＮＩＡ 第2-2-9図 危機前後の債務残高の変化

第2-1-18図 ＥＣＢのＢ/Ｓ 第2-2-10図 政府債務残高

第2-1-19図 ユーロ/ドル為替相場の推移 第2-2-11図 企業の資金調達状況

第2-1-20図 ユーロ圏各国国債利回りの推移 第2-2-12図 総利益のコスト比率

第2-1-21図 ＥＣＢにおける金融機関の準備 第2-2-13図 金融機関の不良債権額

預金、流動性の推移 第2-2-14表 成長率低下の背景（概要）

第2-1-22表 包括的審査の全体結果 第2-2-15図 固定資産投資

第2-1-23表 包括的審査の資本不足行（国別） 第2-2-16図 業種別固定資産投資（製造業）

第2-1-24図 ユーロ圏非金融企業資金調達の 第2-2-17図 社会消費品小売総額

内訳（13年時点） 第2-2-18図 不動産市況と関連消費の動向

第2-1-25図 ユーロ圏銀行部門の対非金融企業 第2-2-19図 「倹約令」の影響メカニズム

貸出状況（残高・前年比） 第2-2-20図 飲食サービス消費

第2-1-26図 ユーロ圏の資金需給状況 第2-2-21図 輸出入の推移

第2-1-27図 企業の資金需要要因の推移 第2-2-22図 世界貿易の推移

第2-1-28図 英国の実質経済成長率 第2-2-23図 電気機器のＲＣＡ指数

第2-1-29図 若年失業率 第2-2-24図 輸入との相関
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第2-2-25図 都市部新規就業者数

第2-2-26図 雇用弾性値

第2-2-27図 第三次産業の成長寄与率と

就業者数

第2-2-28図 消費者物価上昇率

第2-2-29図 物価上昇率と経済成長率の相関

第2-2-30図 景気指標

第2-2-31図 政策金利

第2-2-32表 主な微調整策（14年）

第2-2-33図 リスクに対する政府の対応力

第2-2-34図 中国経済の現状と課題（概要）

コラム2-3　図1 価格動向（新築、前月比）

コラム2-3　図2 在庫ストック面積

コラム2-3　図3 価格の下落メカニズム（概要）

コラム2-3　図4　地方政府の財政構造（13年）

コラム2-4　図1 実質経済成長率と内外需の寄与

コラム2-4　図2 為替レート及び輸出数量・輸出単価

コラム2-4　図3 製造業の売上高純利益率（税引前）

コラム2-4　図4 対外債務（ＧＤＰ比）規模

コラム2-4　図5 外貨準備高における短期対外債務

比率

凡 例

（１）本報告書で用いた年次は、特記しない限り暦年（１～ 月）である。

（２）「国」という表現には「地域」を含む場合がある。

（３）本報告書では、特記しない限り原則として、各国・地域を以下のように分類

している。

・先進国：ＯＥＣＤ加盟国。ただし、一人当たりＧＤＰ（ 年。市場レート

ベース。）が１万米ドル以下の国（チリ、トルコ、メキシコ）を除く。

（ か国：アイスランド、アイルランド、アメリカ、イスラエル、イタリア、

英国、エストニア、オーストラリア、オーストリア、オランダ、

カナダ、韓国、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、ス

ロバキア、スロベニア、チェコ、デンマーク、ドイツ、日本、ニ

ュージーランド、ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フラ

ンス、ベルギー、ポーランド、ポルトガル、ルクセンブルグ）

・途上国：先進国以外の国。

なお、途上国の中でも、特にＧ に参加する中国やインド等を中心

に、高い経済成長を遂げている国々を「新興国」と呼ぶ。

（４）通貨価値の増（減）価率は、ＩＭＦ方式（１ドル当たりの自国通貨表示を（比

較年時－基準年時） 比較年時で計算したもの）によっている。

※本報告は原則として平成 年 月５日までに入手したデータに基づいている。
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